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１.19 年 3 月期の連結業績(平成 18 年 4月 1 日～平成 19 年 3月 31 日) 

(1)連結経営成績 (％表示は対前期増減率)  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19年 3月期 39,182   9.2 5,855  27.7 5,546  35.3 3,237  12.2 

18年 3月期 35,880  17.3 4,585  40.3 4,100  38.6 2,885   7.6 
 

１株当たり 潜在株式調整後 自己資本 総資産 売上高 
 

当期純利益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

19年 3月期 43 86 － 15.8 10.8 14.9 

18年 3月期 38 82 － 16.6 8.7 12.8 

(参考)持分法投資損益  19 年 3 月期 －百万円   18 年 3 月期 －百万円 

 

(2)連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

19年 3月期 52,938 21,781 41.1 294 91 

18年 3月期 49,429 19,290 39.0 261 00 

(参考)自己資本  19 年 3 月期 21,760 百万円   18 年 3 月期 －百万円 

 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物 
 

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19年 3月期 2,665 △839 △1,480 6,678 

18年 3月期 4,017 △915 △2,718 6,333 

 

２.配当の状況 

 １株当たり配当金 配当金総額 配当性向 純資産配当率

(基準日) 中間期末 期末 年間 (年間) (連結) (連結) 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

19年 3月期 3 00 4 00 7 00 516 16.0 2.2 

18年 3月期 － 3 00 3 00 221 7.7 1.3 

20年 3月期 4 00 4 00 8 00 19.7 

(予想) 
 

 
 

 

３.20 年 3 月期の連結業績予想(平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3月 31 日) 

(％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率)  

１株当たり 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円 銭 

中間期 19,800   6.0 2,800   6.8 2,600   6.9 1,500   6.7 20 33 

通期 39,500   0.8 5,500  △6.1 5,200  △6.3 3,000  △7.3 40 66 
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４.その他 

(1)期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動)  無 

 

(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

の変更に記載されるもの) 

  ① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

  ② ①以外の変更         無 

  (注)詳細については、P11「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧下さい。 

 

(3)発行済株式数(普通株式) 

  ① 期末発行済株式数(自己株式を含む)  19 年 3 月期 74,058,168 株   18 年 3 月期 74,058,168 株 

  ② 期末自己株式数           19 年 3 月期   271,542 株   18 年 3 月期   217,838 株 

  (注)１株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、P18「１株当たり情報」をご覧下さい。 

 

(参考)個別業績の概要 

１.19 年 3 月期の個別業績(平成 18 年 4月 1 日～平成 19 年 3月 31 日) 

(1)個別経営成績 (％表示は対前期増減率)  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19年 3月期 37,419   9.5 5,203  39.9 5,037  44.1 2,933  21.2 

18年 3月期 34,164  19.6 3,718  39.0 3,494  44.4 2,420   5.3 

 

１株当たり 潜在株式調整後 
 

当期純利益 １株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 

19年 3月期 39 75 － 

18年 3月期 32 59 － 

 

(2)個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

19年 3月期 48,930 20,503 41.9 277 88 

18年 3月期 46,626 18,303 39.3 247 71 

(参考)自己資本  19 年 3 月期 20,503 百万円   18 年 3 月期 －百万円 

 

２.20 年 3 月期の個別業績予想(平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3月 31 日) 

(％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率)  

１株当たり 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円 銭 

中間期 18,700   1.2 2,400  △2.9 2,300  △4.3 1,300  △7.9 17 62 

通期 37,500   0.2 4,800  △7.7 4,600  △8.7 2,600  △11.4 35 24 

 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成した

ものであり、実際の業績は今後様々な要因により予想数値と異なる場合があります。業績予想に関する事項は、P3「1.

経営成績(1)経営成績に関する分析」をご参照下さい。 
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１.経営成績 

(1)経営成績に関する分析 

  ａ当期の経営成績 

    当連結会計年度におけるわが国経済は、原油、原材料価格の動向など不安定な要素がありましたが、好調な企業

業績を背景に、設備投資の拡大や雇用情勢の改善がすすみ、穏やかな景気回復を持続いたしました。 

    このような状況のもとで、主力の工作機械部門が、国内、海外の幅広い業種での旺盛な設備投資により好調に推

移いたしました結果、受注高で 363 億 2 千 5百万円（前連結会計年度比 3.7％増、提出会社単独ベース）、売上高で

391 億 8 千 2百万円（前連結会計年度比 9.2％増）となりました。 

    利益面におきましても、売上高の増加、販売価格の改善、生産性の向上、コストダウン等に取り組みました結果、

経常利益55億 4千 6百万円（前連結会計年度比35.3％増）、当期純利益32億 3千 7百万円（前連結会計年度比12.2％

増）を計上することができました。 

   ①事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

   （工作機械） 

     国内は、一般機械業界での旺盛な設備投資に、重厚長大産業の需要が加わり、好調に推移いたしました。一方

海外においても、欧州が好調に推移し、北米、アジアにおいても堅調に推移いたしました。この結果、生産高は

392 億 2 千 9百万円（前連結会計年度比 21.5％増、販売価格ベース）、受注高は 347 億 6 千７百万円（前連結会計

年度比 5.2％増、提出会社単独ベース）、売上高は 368 億 5 千 4 百万円（前連結会計年度比 10.9％増）、営業利益

は 60 億 6 千 5 百万円（前連結会計年度比 29.0％増）といずれも前連結会計年度を上回る成果を上げることがで

きました。 

   （水道メーター） 

     官公庁向けの販売は売上高が増加いたしましたが、民需向けが低迷し、また計装システムの販売も価格競争の

影響を受け、厳しい状況が続きました。この結果、生産高は 14 億 6 千 4 百万円（前連結会計年度比 6.3％減、

販売価格ベース）、受注高は 12 億 2 千 4 百万円（前連結会計年度比 21.3％減、提出会社単独ベース）、売上高

は 14 億 2 千万円（前連結会計年度比 9.5％減）、営業損失は 1億 1千 6 百万円となりました。 

   （その他） 

     売上高は 9億 7 百万円（前連結会計年度比 15.9％減）、営業利益は 8千 6 百万円（前連結会計年度比 4.1％減）

となりました。 

   ②所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

   （日本） 

     一般機械業界での旺盛な設備投資に、重厚長大産業の需要が加わり、好調に推移したため、売上高は 382 億 7

千 2百万円（前連結会計年度比 9.8％増）、営業利益は 58 億 1 百万円（前連結会計年度比 36.2％増）となりまし

た。 

   （米国） 

     自動車関連・航空機関連部品を中心に設備投資が堅調に推移する中、拡販にも最大限努力しましたが、昨年の

秋口以降受注環境の低迷が続き、売上高は 63 億 8 千 9 百万円（前連結会計年度比 2.2％減）、営業利益は 2億

9千 6 百万円（前連結会計年度比 39.9％減）となりました。 

 
  ｂ次期の見通し 

    次期（19/4～20/3）の見通しといたしましては、米国の景気の先行きや国内設備投資の一服感など一部に懸念材

料はありますが、国内は引き続き幅広い業種で設備投資が継続しており、また海外の設備投資も欧州、アジアが好

調に推移し、北米も底堅く推移することから、主力の工作機械は引続き高水準で推移するものと予想されます。 

    業績予想としては、売上高 395 億円、経常利益 52 億円、当期純利益 30 億円を見込んでおります。 
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(2)財政状態に関する分析 

  ａ資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況 

    当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 3億 4千 5 百万円（5.5％）増加し、

66 億 7 千 8百万円となりました。 

    営業活動によるキャッシュ・フローは、26 億 6 千 5 百万円の収入超（前連結会計年度：40 億 1千 7 百万円の収

入超）となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益 55 億 4 千 5 百万円、仕入債務の増加 11 億 1

百万円、減価償却費 5 億 4 千 8 百万円であり、支出の主な内訳は、法人税等の支払額 16 億 7 千 7 百万円、売上

債権の増加 18 億 5 千 2 百万円、たな卸資産の増加 16 億 1 千 7 百万円であります。 

    投資活動によるキャッシュ・フローは、8億 3 千 9 百万円の支出超（前連結会計年度：9億 1 千 5 百万円の支出

超）となりました。これは、主に有形固定資産の取得によるものであります。 

    財務活動によるキャッシュ・フローは、14 億 8 千万円の支出超（前連結会計年度：27 億 1千 8 百万円の支出超）

となりました。これは、主に借入金の弁済や配当金の支払によるものであります。 

 

  ｂキャッシュ・フロー関連指標 

 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 

 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 

自己資本比率(%) 23.4 27.7 34.6 39.0 41.1 

時価ベースの自己資本比率(%) 8.6 27.5 38.9 70.1 65.1 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率(年) － 7.0 2.9 1.7 2.2 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) － 4.7 10.3 20.6 18.0 

(注)１.上記各指標の算式は、次のとおりであります。 

    自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

  ２.いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

  ３.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

  ４.キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。な

お、平成 15 年 3月期は、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスでありましたので、キャッシュ・フロー

対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオの記載を省略しております。 

 
(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   株主に対する利益還元は経営の最重要政策のひとつとして位置づけており、安定した業績をあげ継続的に配当を行
うことを基本としつつ、企業体質の強化や事業展開等を考慮した上で業績に対応した配当を行うこととしております。 

   当期の配当につきましては、中間期末は 1株当たり 3円を実施し、期末については 1株当たり 4円を予定しており、
年間では 1株当たり 7円を実施する予定であります。 

   また、次期の配当につきましては、上記の基本方針を踏まえ、中間期末、期末とも 1株当たり 4円、年間では 1株
当たり 8円を予想しております。 
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２.企業集団の状況 

   最近の有価証券報告書（平成 18 年 6 月 30 日提出）における「事業の内容」及び「関係会社の状況」から重要な変

更がないため開示を省略しております。 

 

３.経営方針 

(1)会社の経営の基本方針 

   当社グループは工作機械を主力製品とし、その他水道メーター等があり、それらの製造・販売を行っております。 
   当社グループは製品を世界のマーケットに提供しており、そのユーザーの要請に的確に応える新製品と新技術の開
発に全力を傾けております。また、経営を進めていく上で、「顧客第一」「社会的責任」「新しい価値の創造」の三つの

キーワードを行動の指針としております。 
 

(2)目標とする経営指標 

   当社グループは、売上高営業利益率並びに売上高経常利益率と自己資本利益率を経営指標として、採算性と資本効
率を重視しながら高収益な体質を目指しております。 

 

(3)会社の対処すべき課題と中長期的な会社の経営戦略 

   グローバルな規模での価格競争の激化や国際化に伴うリスクの増大、また、地球環境に対する社会的ニ－ズの高ま
りなど、当社グループを取巻く環境は厳しさを増すばかりであります。 

   このような環境の中、当社グループは、顧客満足度の向上、ものづくりのプロセスの改革、将来の人材育成に取組
み、企業基盤の強化、収益の安定化に注力し、勝ち抜く経営をめざす所存であります。また販売政策やＩＳＯ１４０

０１の取組みの強化を図ると共に、内部統制システムの更なる整備や生産効率化のための体制整備を進めます。 
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４.連結財務諸表 

(1)連結貸借対照表 

 （単位：百万円） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（平成 18 年 3 月 31 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 
増減 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

（資産の部）  %  %  

Ⅰ流動資産      

1.現金及び預金 ６,４３２  ６,７４９  ３１６ 

2.受取手形及び売掛金 ９,７８８  １１,６４６  １,８５７ 

3.たな卸資産 ８,２４０  ９,９２３  １,６８２ 

4.繰延税金資産 ８４８  ７２８  △１１９ 

5.その他 ７００  １３９  △５６０ 

貸倒引当金 △５０９  △６  ５０２ 

流動資産合計 ２５,５０１ 51.6 ２９,１８０ 55.1 ３,６７９ 

Ⅱ固定資産      

1.有形固定資産      

(1)建物及び構築物 ２,３５３  ２,６０２  ２４８ 

(2)機械装置及び運搬具 ９８０  １,０７０  ８９ 

(3)土地 １５,４４８  １５,４４１  △７ 

(4)建設仮勘定 ８３  ２５  △５７ 

(5)その他 ３８９  ４３９  ４９ 

有形固定資産合計 １９,２５５  １９,５７８  ３２３ 

2.無形固定資産      

(1)ソフトウエア ８  ９  ０ 

(2)その他 ３０  ２９  △０ 

無形固定資産合計 ３９  ３８  △０ 

3.投資その他の資産      

(1)投資有価証券 ４,３４０  ３,８３９  △５０１ 

(2)長期貸付金 ３４  ２９  △５ 

(3)繰延税金資産 ３  ６  ２ 

(4)その他 ２７９  ７８３  ５０４ 

貸倒引当金 △２４  △５１８  △４９４ 

投資その他の資産合計 ４,６３３  ４,１４０  △４９３ 

固定資産合計 ２３,９２８ 48.4 ２３,７５８ 44.9 △１７０ 

資産合計 ４９,４２９ 100.0 ５２,９３８ 100.0 ３,５０８ 
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 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（平成 18 年 3 月 31 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 
増減 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

（負債の部）  %  %  

Ⅰ流動負債      

1.支払手形及び買掛金 １０,５３７  １１,６５３  １,１１６ 

2.短期借入金 ３,７７３  ３,０９５  △６７８ 

3.未払法人税等 １,０７２  １,８７４  ８０１ 

4.賞与引当金 ４８９  ５００  １０ 

5.役員賞与引当金 －  ４６  ４６ 

6.製品保証引当金 １２４  １２３  △１ 

7.その他 １,０３８  １,２４３  ２０５ 

流動負債合計 １７,０３５ 34.5 １８,５３６ 35.0 １,５００ 

Ⅱ固定負債      

1.長期借入金 ３,０９６  ２,７９５  △３０１ 

2.繰延税金負債 １,００９  ５３６  △４７２ 

3.再評価に係る繰延税金負債 ６,００７  ６,００７  － 

4.退職給付引当金 ２,８２５  ３,１１９  ２９３ 

5.役員退職金引当金 １３３  １４８  １４ 

6.連結調整勘定 ０  －  △０ 

7.その他 １３  １４  ０ 

固定負債合計 １３,０８６ 26.5 １２,６２０ 23.9 △４６５ 

負債合計 ３０,１２２ 61.0 ３１,１５７ 58.9 １,０３４ 

（少数株主持分）      

少数株主持分 １７ 0.0 － － － 

（資本の部）      

Ⅰ資本金 ５,７８２ 11.7 － － － 

Ⅱ資本剰余金 ９５４ 1.9 － － － 

Ⅲ利益剰余金 ２,８３４ 5.7 － － － 

Ⅳ土地再評価差額金 ８,２７８ 16.8 － － － 

Ⅴその他有価証券評価差額金 １,４９８ 3.0 － － － 

Ⅵ為替換算調整勘定 △１８ △0.0 － － － 

Ⅶ自己株式 △３９ △0.1 － － － 

資本合計 １９,２９０ 39.0 － － － 

負債、少数株主持分及び資本合計 ４９,４２９ 100.0 － － － 

（純資産の部）      

Ⅰ株主資本      

1.資本金   ５,７８２   

2.資本剰余金   ９５５   

3.利益剰余金   ５,６１０   

4.自己株式   △６１   

株主資本合計   １２,２８６ 23.2  

Ⅱ評価・換算差額等      

1.その他有価証券評価差額金   １,２２５   

2.繰延ヘッジ損益   △１５   

3.土地再評価差額金   ８,２７８   

4.為替換算調整勘定   △１５   

評価・換算差額等合計   ９,４７４ 17.9  

Ⅲ少数株主持分   ２０ 0.0  

純資産合計   ２１,７８１ 41.1  

負債純資産合計   ５２,９３８ 100.0  
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(2)連結損益計算書 

 （単位：百万円） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

(自平成17年4月 1日 (自平成18年4月 1日 

至平成18年3月31日) 至平成19年3月31日) 

増減 
科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 

  %  %  

Ⅰ売上高 ３５,８８０ 100.0 ３９,１８２ 100.0 ３,３０１ 

Ⅱ売上原価 ２５,９７０ 72.4 ２７,５９２ 70.4 １,６２２ 

売上総利益 ９,９１０ 27.6 １１,５８９ 29.6 １,６７９ 

Ⅲ販売費及び一般管理費 ５,３２４ 14.8 ５,７３４ 14.7 ４０９ 

営業利益 ４,５８５ 12.8 ５,８５５ 14.9 １,２６９ 

Ⅳ営業外収益      

1.受取利息 ３  １０  ７ 

2.受取配当金 ２６  ４３  １７ 

3.受取生命保険金及び配当金等 ４  ４  △０ 

4.連結調整勘定償却額 ０  －  △０ 

5.負ののれん償却額 －  ０  ０ 

6.為替差益 ０  １４  １４ 

7.その他 １８  １５  △３ 

計 ５４ 0.1 ８９ 0.3 ３５ 

Ⅴ営業外費用      

1.支払利息 ２２１  １５５  △６６ 

2.たな卸資産廃却損 １７９  １０８  △７１ 

3.たな卸資産評価損 ５４  ６０  ５ 

4.その他 ８３  ７３  △１０ 

計 ５３９ 1.5 ３９８ 1.0 △１４１ 

経常利益 ４,１００ 11.4 ５,５４６ 14.2 １,４４６ 

Ⅵ特別利益      

1.投資有価証券売却益 －  ５６  ５６ 

2.貸倒引当金戻入益 ５  ８  ２ 

3.有形固定資産売却益 １  １  ０ 

計 ６ 0.0 ６５ 0.2 ５９ 

Ⅶ特別損失      

1.有形固定資産処分損 ４９  ３３  △１６ 

2.投資有価証券売却損 －  ２０  ２０ 

3.投資有価証券評価損 －  １３  １３ 

4.役員退職金引当金繰入額 ３３  －  △３３ 

5.減損損失 ３２  －  △３２ 

6.その他 ３  －  △３ 

計 １１７ 0.3 ６７ 0.2 △５０ 

税金等調整前当期純利益 ３,９８８ 11.1 ５,５４５ 14.2 １,５５６ 

法人税､住民税及び事業税 １,２５１  ２,４７２  １,２２０ 

法人税等調整額 △１５２  △１６８  △１５ 

計 １,０９８ 3.1 ２,３０４ 5.9 １,２０５ 

少数株主利益 ４ 0.0 ３ 0.0 △１ 

当期純利益 ２,８８５ 8.0 ３,２３７ 8.3 ３５１ 
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(3)連結剰余金計算書 
 （単位：百万円） 

前連結会計年度 

(自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日) 
科目 

金額 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ資本剰余金期首残高 ９５４ 

Ⅱ資本剰余金期末残高 ９５４ 

（利益剰余金の部）  

Ⅰ利益剰余金期首残高 △６７ 

Ⅱ利益剰余金増加高  

1.土地再評価差額金取崩額 １５ 

2.当期純利益 ２,８８５ 

計 ２,９０１ 

Ⅲ利益剰余金期末残高 ２,８３４ 

 

(4)連結株主資本等変動計算書 

  当連結会計年度（自平成 18 年 4 月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 
 株主資本   

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計   

平成 18 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５４ ２,８３４ △３９ ９,５３１  

連結会計年度中の変動額    

 剰余金の配当  △４４２ △４４２  

 役員賞与  △１８ △１８  

 当期純利益  ３,２３７ ３,２３７  

 自己株式の取得  △２２ △２２  

 自己株式の処分  ０ ０ １  

 株主資本以外の項目の連計会

計年度中の変動額(純額) 

 

 

 

 
 

連結会計年度中の変動額合計 － ０ ２,７７６ △２２ ２,７５４  

平成 19 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５５ ５,６１０ △６１ １２,２８６  

 

 評価・換算差額等 

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評 

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計

平成 18 年 3 月 31 日残高 １,４９８ － ８,２７８ △１８ ９,７５８ １７ １９,３０７

連結会計年度中の変動額    

 剰余金の配当    △４４２

 役員賞与    △１８

 当期純利益    ３,２３７

 自己株式の取得    △２２

 自己株式の処分    １

 株主資本以外の項目の連計会

計年度中の変動額(純額) 

 

△２７２ △１５ － ３

 

△２８４ 

 

３ △２８０

連結会計年度中の変動額合計 △２７２ △１５ － ３ △２８４ ３ ２,４７３

平成 19 年 3 月 31 日残高 １,２２５ △１５ ８,２７８ △１５ ９,４７４ ２０ ２１,７８１
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(5)連結キャッシュ・フロー計算書 
 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(自平成17年4月 1日 (自平成18年4月 1日 区分 

至平成18年3月31日) 至平成19年3月31日) 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー   

 1.税金等調整前当期純利益 ３,９８８ ５,５４５ 

 2.減価償却費 ４７４ ５４８ 

3.減損損失 ３２ － 

 4.連結調整勘定償却額 △０ － 

 5.負ののれん償却額 － △０ 

 6.貸倒引当金の増減額（△は減少） △１０ △８ 

 7.賞与引当金の増減額（△は減少） １２３ １０ 

 8.役員賞与引当金の増減額（△は減少） － ４６ 

 9.退職給付引当金の増減額（△は減少） ２１３ ２９３ 

10.受取利息及び受取配当金 △２９ △５４ 

11.支払利息 ２２１ １５５ 

12.有形固定資産売却益 △１ △１ 

13.有形固定資産処分損 ４９ ３３ 

14.投資有価証券売却益 － △５６ 

15.投資有価証券売却損 － ２０ 

16.投資有価証券評価損 － １３ 

17.売上債権の増減額（△は増加） △１,４０６ △１,８５２ 

18.たな卸資産の増減額（△は増加） △２１６ △１,６１７ 

19.仕入債務の増減額（△は減少） １,２４０ １,１０１ 

20.その他 △１９８ ２５８ 

小計 ４,４８１ ４,４３５ 

21.利息及び配当金の受取額 ２９ ５４ 

22.利息の支払額 △１９４ △１４８ 

23.法人税等の支払額 △２９９ △１,６７７ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ４,０１７ ２,６６５ 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー   

 1.定期預金の預入れによる支出 △９９ △７１ 

 2.定期預金の払戻しによる収入 ２１０ ９９ 

 3.有形固定資産の取得による支出 △８８４ △９６７ 

 4.有形固定資産の売却による収入 １０ ４７ 

 5.無形固定資産の取得による支出 △５ △３ 

 6.投資有価証券の取得による支出 △５０ △３４ 

 7.投資有価証券の売却による収入 － ９８ 

 8.貸付による支出 △４ － 

 9.貸付金の回収による収入 １０ ５ 

10.その他 △１０１ △１３ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △９１５ △８３９ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー   

 1.短期借入金の純増減額（△は減少） △１,４７６ △７１３ 

 2.長期借入れによる収入 ３,２５０ １,５００ 

 3.長期借入金の返済による支出 △４,５２２ △１,７６５ 

 4.配当金の支払額 － △４４２ 

 5.その他 ３０ △５８ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △２,７１８ △１,４８０ 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 １１ ０ 

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額（△は減少） ３９４ ３４５ 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ５,９３８ ６,３３３ 

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高 ６,３３３ ６,６７８ 
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(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   下記以外については、最近の有価証券報告書（平成 18 年 6 月 30 日提出）における記載から重要な変更がないため
開示を省略しております。 

  （役員賞与に関する会計基準） 

    当連結会計年度から、｢役員賞与に関する会計基準｣(企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日 企業会計基準第

4号)を適用しております。この結果、従来の方法に比べて営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、46 百万円

減少しております。 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

    当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12

月 9 日 企業会計基準第 5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第 8号）を適用しております。従来の資本の部の合計に相当

する金額は 21,775 百万円であります。なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

 
(7)連結財務諸表に関する注記事項 

   下記以外については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  ａ連結貸借対照表関係 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度（平成18年3月31日） 当連結会計年度（平成19年3月31日） 

１. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公

布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上し

ております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号

に定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。 

・再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △７,１０９ 

１. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公

布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号

に定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。 

・再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △７,１１７ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 １０ 

建物及び構築物 １,５０８ 

機械装置及び運搬具 ３５８ 

土地 １５,０３４ 

投資有価証券 ３２５ 

計 １７,２３５ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 １,７９８ 

機械装置及び運搬具 ３４０ 

土地 １５,０３４ 

計 １７,１７３ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 ２,０００ 

長期借入金 ４,２１５ 

（うち１年以内返済予定額 １,１１９）

計 ６,２１５ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 ６００ 

長期借入金 ３,７６７ 

（うち１年以内返済予定額 １,０８７）

計 ４,３６７ 

上記のほか、提出会社においてワランティボンド発

行のため、預金４百万円を担保に供しております。

 

 



 －１２－

ＯＫＫ(6205) 平成 19 年 3月期決算短信 

 

  ｂセグメント情報 

   (事業の種類別セグメント情報) 
   前連結会計年度（自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 
 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 33,233 1,568 1,078 35,880 － 35,880

(2)セグメント間の内部売上  

高又は振替高 － － － － － －

計 33,233 1,568 1,078 35,880 － 35,880

営業費用 28,530 1,611 988 31,130 164 31,295

営業利益 4,703 △43 90 4,750 (164) 4,585

Ⅱ.資産、減価償却費、減損損失  

及び資本的支出  

資産 36,210 912 611 37,734 11,695 49,429

減価償却費 430 32 6 469 4 474

減損損失 － － － － 32 32

資本的支出 765 65 12 843 0 843

（注）１.事業区分は、売上集計区分によっております。 

２.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・グラインディングセンタ・汎用工作機械・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディター

ミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（164 百万円）の主なものは、提出会社本社

の管理部門の費用の一部であります。 

４.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（11,695 百万円）の主なものは、提出会社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

 
   当連結会計年度（自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 
 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 36,854 1,420 907 39,182 － 39,182

(2)セグメント間の内部売上  

高又は振替高 － － － － － －

計 36,854 1,420 907 39,182 － 39,182

営業費用 30,789 1,537 820 33,147 179 33,327

営業利益 6,065 △116 86 6,034 (179) 5,855

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的  

支出  

資産 39,586 884 725 41,197 11,740 52,938

減価償却費 511 28 8 547 1 548

資本的支出 949 36 2 988 0 988
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（注）１.事業区分は、売上集計区分によっております。 

２.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディター

ミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（179 百万円）の主なものは、提出会社本社

の管理部門の費用の一部であります。 

４.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（11,740 百万円）の主なものは、提出会社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５.連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より

｢役員賞与に関する会計基準｣(企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日 企業会計基準第 4 号)を適用してお

ります。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益は「工作機械」が 43 百万円、「水道ﾒｰﾀｰ」が 1

百万円、「その他」が 1百万円、それぞれ減少しております。 

 
 
   (所在地別セグメント情報) 
   前連結会計年度（自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 
 日本 米国 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 ２９,３５３ ６,５２６ ３５,８８０ － ３５,８８０

(2)セグメント間の内部売上      

高又は振替高 ５,４９２ ８ ５,５０１ (５,５０１) －

計 ３４,８４６ ６,５３５ ４１,３８１ (５,５０１) ３５,８８０

営業費用 ３０,５８８ ６,０４２ ３６,６３０ (５,３３５) ３１,２９５

営業利益 ４,２５８ ４９３ ４,７５１ (１６５) ４,５８５

Ⅱ.資産 ３７,５６４ ３,５０８ ４１,０７３ ８,３５６ ４９,４２９

（注）１.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（164 百万円）の主なものは、提出会社本社

の管理部門の費用の一部であります。 

２.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（11,695 百万円）の主なものは、提出会社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

 
   当連結会計年度（自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 
 日本 米国 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 ３２,７９３ ６,３８８ ３９,１８２ － ３９,１８２

(2)セグメント間の内部売上      

高又は振替高 ５,４７９ ０ ５,４７９ (５,４７９) －

計 ３８,２７２ ６,３８９ ４４,６６２ (５,４７９) ３９,１８２

営業費用 ３２,４７０ ６,０９３ ３８,５６３ (５,２３６) ３３,３２７

営業利益 ５,８０１ ２９６ ６,０９８ (２４３) ５,８５５

Ⅱ.資産 ４０,７３５ ４,８７４ ４５,６０９ ７,３２８ ５２,９３８

（注）１.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（179 百万円）の主なものは、提出会社本社

の管理部門の費用の一部であります。 

２.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（11,740 百万円）の主なものは、提出会社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

３.連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より

｢役員賞与に関する会計基準｣(企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日 企業会計基準第 4 号)を適用してお

ります。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益は「日本」が 46 百万円減少しております。な

お、「米国」への影響はありません。 
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   (海外売上高) 
   前連結会計年度（自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 ６,５５０ ３,５６７ １,８０８ １１,９２５ 

Ⅱ連結売上高    ３５,８８０ 

Ⅲ連結売上高に占める     

海外売上高の割合(％) １８.３ ９.９ ５.０ ３３.２ 

（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・タイ・マレーシア 

(3)その他の地域 … イタリア・フランス・オランダ 

３.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

   当連結会計年度（自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 
 北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 ７,２０７ ３,０８９ ２,４２９ １２,７２６ 

Ⅱ連結売上高    ３９,１８２ 

Ⅲ連結売上高に占める     

海外売上高の割合(％) １８.４ ７.９ ６.２ ３２.５ 

（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・韓国・タイ 

(3)その他の地域 … イタリア・フランス・ドイツ 

３.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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  ｃリース取引 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3月 31 日） （自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3月 31 日） 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額相

当額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高相

当額 

機械装置

及び運搬

具 

６２２ ２６７ ３５４

その他 

(工具、器具 

及び備品) 

１６７ ８０ ８７

計 ７９０ ３４７ ４４２

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額相

当額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高相

当額 

機械装置

及び運搬

具 

１,０６１ ３９４ ６６６

その他 

(工具、器具

及び備品)

２３０ １０６ １２３

計 １,２９２ ５０１ ７９０

（注）同左 

 

 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 １２５ 

１年超 ３１６ 

合 計 ４４２ 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 １９９ 

１年超 ５９１ 

合 計 ７９０ 

（注）同左 

 

 

 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 １２５ 

減価償却費相当額 １２５ 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 １７５ 

減価償却費相当額 １７５ 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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  ｄ税効果会計 

（単位：百万円） 

前連結会計年度（平成18年3月31日） 当連結会計年度（平成19年3月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 １２１ 

賞与引当金 １７１ 

貸倒引当金 ２０４ 

投資有価証券評価損 ５７６ 

退職給付引当金 １,１１４ 

役員退職金引当金 ５４ 

未払事業税 ８３ 

たな卸資産未実現利益 １６４ 

その他 １７１ 

繰延税金資産小計 ２,６６３ 

評価性引当額 △１,７８９ 

繰延税金資産合計 ８７３ 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △１,０２８ 

その他 △３ 

繰延税金負債合計 △１,０３１ 

繰延税金負債の純額 △１５７ 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 １１９ 

賞与引当金 １７４ 

貸倒引当金 １０３ 

投資有価証券評価損 ５６９ 

退職給付引当金 １,２３８ 

役員退職金引当金 ６０ 

未払事業税 １４３ 

たな卸資産未実現利益 ２４９ 

その他 １８６ 

繰延税金資産小計 ２,８４６ 

評価性引当額 △１,７９９ 

繰延税金資産合計 １,０４６ 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △８４０ 

その他 △８ 

繰延税金負債合計 △８４９ 

繰延税金資産の純額 １９７ 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.63% 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 0.23 

住民税均等割 0.59 

未実現利益税効果未認識額 △2.23 

評価性引当額 △11.18 

その他 △0.50 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 27.54 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異が、法定実効税率の百分の五以下であるため、

注記を省略しております。 
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  ｅ退職給付 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3月 31 日） （自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3月 31 日） 
１.採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、適格退職年金制度、総合

設立型の厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設け

ております。 

１.採用している退職給付制度の概要 

同左 

２.退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △５,４６５ 

②年金資産 ３４８ 

③未積立退職給付債務（①＋②） △５,１１６ 

④会計基準変更時差異の未処理額 １,８９０ 

⑤未認識数理計算上の差異 ４００ 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △２,８２５ 

(注)1.連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

2.上記のほか、総合設立の厚生年金基金制度を

採用しております連結子会社の年金資産は

１３１百万円であります。 

２.退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △５,５６５ 

②年金資産 ３６８ 

③未積立退職給付債務（①＋②） △５,１９６ 

④会計基準変更時差異の未処理額 １,７０１ 

⑤未認識数理計算上の差異 ３７６ 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △３,１１９ 

(注)1.連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

2.上記のほか、総合設立の厚生年金基金制度を

採用しております連結子会社の年金資産は

１２５百万円であります。 

３.退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 ２２８ 

②利息費用 ９５ 

③期待運用収益 △４ 

④会計基準変更時差異の費用処理額 １８９ 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ７３ 

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） ５８１ 

(注)簡便法を採用しております連結子会社の退職

給付費用は、「①勤務費用」に計上しておりま

す。 

３.退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 ２５９ 

②利息費用 ９３ 

③期待運用収益 △４ 

④会計基準変更時差異の費用処理額 １８９ 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ６８ 

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） ６０６ 

(注)簡便法を採用しております連結子会社の退職

給付費用は、「①勤務費用」に計上しておりま

す。 

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準

②割引率 ２.０％

③期待運用収益率 ３.０％

④数理計算上の差異の処理年数 １０年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による按分額を翌連結会計年度より費用処理する方

法） 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 １５年

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準

②割引率 ２.０％

③期待運用収益率 ３.０％

④数理計算上の差異の処理年数 １０年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による按分額を翌連結会計年度より費用処理する方

法） 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 １５年
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  ｆ１株当たり情報 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3月 31 日) (自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3月 31 日) 

１株当たり純資産額 ２６１.００円 １株当たり純資産額 ２９４.９１円 

１株当たり当期純利益 ３８.８２ １株当たり当期純利益 ４３.８６ 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について  同左 

は、潜在株式がないため記載しておりません。  

 

(注)算定上の基礎 

１株当たり純資産額 （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

項目 (自平成17年4月 1日 (自平成18年4月 1日 

 至平成18年3月31日) 至平成19年3月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 － ２１,７８１ 

普通株式に係る純資産額 － ２１,７６０ 

差額の主な内訳   

 少数株主持分 － ２０ 

普通株式の発行済株式数(株) － ７４,０５８,１６８ 

普通株式の自己株式数(株) － ２７１,５４２ 

１株当たり純資産額の算定に用いられた   

普通株式の数(株) － ７３,７８６,６２６ 

 

１株当たり当期純利益 （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

項目 (自平成17年4月 1日 (自平成18年4月 1日 

 至平成18年3月31日) 至平成19年3月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益 ２,８８５ ３,２３７ 

普通株式に係る当期純利益 ２,８６７ ３,２３７ 

普通株主に帰属しない金額   

 利益処分による役員賞与金 １８ － 

普通株式の期中平均株式数(株) ７３,８６５,７４６ ７３,８１５,５４９ 
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５.個別財務諸表 

(1)貸借対照表 

 （単位：百万円） 
前事業年度 当事業年度 

（平成 18 年 3 月 31 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 
増減 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

（資産の部）  %  %  

Ⅰ流動資産      

1.現金及び預金 ５,５６７  ５,４９９  △６７ 

2.受取手形 ２,５６８  ２,９０３  ３３４ 

3.売掛金 ８,５５３  １０,１８９  １,６３６ 

4.製品 ４７４  ８９６  ４２２ 

5.半製品 １,３５１  １,４４２  ９０ 

6.原材料 １２  １７  ４ 

7.仕掛品 ３,９０２  ４,６００  ６９７ 

8.前払費用 ５４  ４１  △１２ 

9.繰延税金資産 ６０７  ３５４  △２５３ 

10.関係会社短期貸付金 ４９５  －  △４９５ 

11.その他 ５７４  ９０  △４８４ 

貸倒引当金 △５０７  △３  ５０３ 

流動資産合計 ２３,６５４ 50.7 ２６,０３０ 53.2 ２,３７６ 

Ⅱ固定資産      

1.有形固定資産      

(1)建物 １,５８５  １,８５０  ２６５ 

(2)構築物 １２３  １２９  ５ 

(3)機械及び装置 ７５４  ８４８  ９３ 

(4)車両運搬具 ９  ７  △２ 

(5)工具、器具及び備品 ３２５  ３８０  ５４ 

(6)土地 １５,０６２  １５,０５３  △８ 

(7)建設仮勘定 ８１  ２１  △５９ 

有形固定資産合計 １７,９４２ 38.5 １８,２９１ 37.4 ３４８ 

2.無形固定資産      

(1)ソフトウエア ４  ５  １ 

(2)電話加入権 １５  １５  － 

(3)その他 １２  １１  △０ 

無形固定資産合計 ３１ 0.1 ３２ 0.1 ０ 

3.投資その他の資産      

(1)投資有価証券 ４,０６８  ３,６４６  △４２１ 

(2)関係会社株式 ５６３  ５７０  ６ 

(3)関係会社出資金 １９７  ２２６  ２８ 

(4)従業員長期貸付金 ３４  ２９  △５ 

(5)関係会社長期貸付金 ３５  ２３  △１１ 

(6)破産債権・更生債権      

  その他これらに準ずる債権 ２０  ５１４  ４９４ 

(7)長期前払費用 ０  ０  △０ 

(8)その他 １０１  ８２  △１８ 

貸倒引当金 △２４  △５１８  △４９４ 

投資その他の資産合計 ４,９９７ 10.7 ４,５７６ 9.3 △４２１ 

固定資産合計 ２２,９７１ 49.3 ２２,８９９ 46.8 △７２ 

資産合計 ４６,６２６ 100.0 ４８,９３０ 100.0 ２,３０３ 
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 （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

（平成 18 年 3 月 31 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 
増減 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

（負債の部）  %  %  

Ⅰ流動負債      

1.支払手形 ８,５８３  ９,８９１  １,３０７ 

2.買掛金 ２,９３２  ２,６１１  △３２０ 

3.短期借入金 ２,７３５  １,３６８  △１,３６７ 

4.未払金 ３６１  ３５４  △６ 

5.未払費用 ５５７  ５４０  △１６ 

6.未払法人税等 １,０４１  １,６７１  ６３０ 

7.前受金 ３  ４６  ４２ 

8.預り金 ２０  ５４  ３３ 

9.賞与引当金 ３７２  ３６１  △１０ 

10.役員賞与引当金 －  ３６  ３６ 

11.製品保証引当金 １０８  １０７  △０ 

流動負債合計 １６,７１７ 35.8 １７,０４４ 34.8 ３２６ 

Ⅱ固定負債      

1.長期借入金 ２,１６６  ２,１０５  △６１ 

2.繰延税金負債 ９５３  ５０６  △４４６ 

3.再評価に係る繰延税金負債 ６,００７  ６,００７  － 

4.退職給付引当金 ２,３７６  ２,６５５  ２７９ 

5.役員退職金引当金 ８８  ９３  ５ 

6.その他 １３  １４  ０ 

固定負債合計 １１,６０５ 24.9 １１,３８２ 23.3 △２２２ 

負債合計 ２８,３２２ 60.7 ２８,４２６ 58.1 １０４ 

（資本の部）      

Ⅰ資本金 ５,７８２ 12.4 － － － 

Ⅱ資本剰余金      

1.資本準備金 ９５４  －  － 

資本剰余金合計 ９５４ 2.0 － － － 

Ⅲ利益剰余金      

1.当期未処分利益 １,９３４  －  － 

利益剰余金合計 １,９３４ 4.2 － － － 

Ⅳ土地再評価差額金 ８,２７８ 17.8 － － － 

Ⅴその他有価証券評価差額金 １,３９２ 3.0 － － － 

Ⅵ自己株式 △３９ △0.1 － － － 

資本合計 １８,３０３ 39.3 － － － 

負債資本合計 ４６,６２６ 100.0 － － － 

（純資産の部）      

Ⅰ株主資本      

1.資本金   ５,７８２   

2.資本剰余金      

(1)資本準備金   ９５４   

(2)その他資本剰余金   ０   

資本剰余金合計   ９５５   

3.利益剰余金      

(1)利益準備金   ４６   

(2)その他利益剰余金      

別途積立金   ８４０   

繰越利益剰余金   ３,５２６   

利益剰余金合計   ４,４１２   

4.自己株式   △６１   

株主資本合計   １１,０８８ 22.7  
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 （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

（平成 18 年 3 月 31 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 
増減 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

  %  %  

Ⅱ評価・換算差額等      

1.その他有価証券評価差額金   １,１５１   

2.繰延ヘッジ損益   △１５   

3.土地再評価差額金   ８,２７８   

評価・換算差額等合計   ９,４１５ 19.2  

純資産合計   ２０,５０３ 41.9  

負債純資産合計   ４８,９３０ 100.0  

 

(2)損益計算書 

 （単位：百万円） 
前事業年度 当事業年度 

(自平成17年4月 1日 (自平成18年4月 1日 

至平成18年3月31日) 至平成19年3月31日) 

増減 
科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 

  %  %  

Ⅰ売上高 ３４,１６４ 100.0 ３７,４１９ 100.0 ３,２５５ 

Ⅱ売上原価 ２５,６４０ 75.0 ２６,９８１ 72.1 １,３４１ 

売上総利益 ８,５２４ 25.0 １０,４３８ 27.9 １,９１４ 

Ⅲ販売費及び一般管理費 ４,８０６ 14.1 ５,２３５ 14.0 ４２９ 

営業利益 ３,７１８ 10.9 ５,２０３ 13.9 １,４８４ 

Ⅳ営業外収益      

1.受取利息 ９  ９  △０ 

2.受取配当金 ３１  ４９  １７ 

3.為替差益 １７５  ９５  △８０ 

4.その他 １１  １４  ３ 

計 ２２８ 0.6 １６８ 0.5 △６０ 

Ⅴ営業外費用      

1.支払利息 １６０  １０３  △５７ 

2.たな卸資産廃却損 １６７  ９６  △７０ 

3.たな卸資産評価損 ５４  ６０  ５ 

4.その他 ６９  ７２  ３ 

計 ４５２ 1.3 ３３３ 0.9 △１１８ 

経常利益 ３,４９４ 10.2 ５,０３７ 13.5 １,５４２ 

Ⅵ特別利益      

1.投資有価証券売却益 －  ５６  ５６ 

2.貸倒引当金戻入益 ４  ９  ４ 

3.有形固定資産売却益 ０  １  ０ 

計 ５ 0.0 ６６ 0.1 ６１ 

Ⅶ特別損失      

1.有形固定資産処分損 ３９  ３０  △９ 

2.投資有価証券評価損 －  １３  １３ 

3.減損損失 ３２  －  △３２ 

計 ７１ 0.2 ４３ 0.1 △２８ 

税引前当期純利益 ３,４２８ 10.0 ５,０６１ 13.5 １,６３２ 
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 （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

(自平成17年4月 1日 (自平成18年4月 1日 

至平成18年3月31日) 至平成19年3月31日) 

増減 
科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 

  %  %  

法人税､住民税及び事業税 １,０２０  ２,１５５  １,１３４ 

法人税等調整額 △１２  △２８  △１５ 

計 １,００８ 2.9 ２,１２７ 5.7 １,１１９ 

当期純利益 ２,４２０ 7.1 ２,９３３ 7.8 ５１３ 

前期繰越利益 △５０１     

土地再評価差額金取崩額 １５     

当期未処分利益 １,９３４     

 

(3)利益処分計算書 

 （単位：百万円） 

前事業年度 
区分 

(平成18年6月29日) 

Ⅰ 当期未処分利益 １,９３４ 

Ⅱ 利益処分額  

１ 利益準備金 ２４ 

２ 配当金 ２２１ 

 (１株につき３.０円)

３ 役員賞与金 １３ 

（うち監査役賞与金） (２) 

４ 任意積立金  

(1)別途積立金 ８４０ 

  

Ⅲ 次期繰越利益 ８３６ 
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(4)株主資本等変動計算書 

  当事業年度（自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3月 31 日） （単位：百万円） 
 株主資本   

 資本剰余金   

 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計  

平成 18 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５４ － ９５４  

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当   

 役員賞与   

 利益準備金の積立   

 別途積立金の積立   

 当期純利益   

 自己株式の取得   

 自己株式の処分  ０ ０  

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額) 

 

 
 

事業年度中の変動額合計 － － ０ ０  

平成 19 年 3 月 31 日残高 ５,７８２ ９５４ ０ ９５５  

 

 株主資本 

 利益剰余金   

 その他利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 
利益準備金 

別途積立金 繰越利益剰余金
利益剰余金合計

  

平成 18 年 3 月 31 日残高 － － １,９３４ １,９３４ △３９ ８,６３２

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当  △４４２ △４４２  △４４２

 役員賞与  △１３ △１３  △１３

 利益準備金の積立 ４６ △４６ －  －

 別途積立金の積立  ８４０ △８４０ －  －

 当期純利益  ２,９３３ ２,９３３  ２,９３３

 自己株式の取得  △２２ △２２

 自己株式の処分  ０ １

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額) 
  

事業年度中の変動額合計 ４６ ８４０ １,５９１ ２,４７７ △２２ ２,４５６

平成 19 年 3 月 31 日残高 ４６ ８４０ ３,５２６ ４,４１２ △６１ １１,０８８

 

 評価・換算差額等  

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評 

価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 
 

平成 18 年 3 月 31 日残高 １,３９２ － ８,２７８ ９,６７１ １８,３０３ 

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当  △４４２ 

 役員賞与  △１３ 

 利益準備金の積立  － 

 別途積立金の積立  － 

 当期純利益  . ２,９３３ 

 自己株式の取得  △２２ 

 自己株式の処分  １ 

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額) 

 

△２４１ △１５ － △２５６

 

△２５６ 

事業年度中の変動額合計 △２４１ △１５ － △２５６ ２,１９９ 

平成 19 年 3 月 31 日残高 １,１５１ △１５ ８,２７８ ９,４１５ ２０,５０３ 
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(5)重要な会計方針 

   下記以外については、最近の有価証券報告書（平成 18 年 6 月 30 日提出）における記載から重要な変更がないため
開示を省略しております。 

  （役員賞与に関する会計基準） 

    当事業年度から、｢役員賞与に関する会計基準｣(企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日 企業会計基準第 4号)

を適用しております。この結果、従来の方法に比べて営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、36 百万円減少

しております。 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

    当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9

日 企業会計基準第 5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第 8号）を適用しております。従来の資本の部の合計に相当する

金額は 20,518 百万円であります。なお、財務諸表規則の改正により、当事業年度における財務諸表は、改正後の財

務諸表規則により作成しております。 

 

(6)個別財務諸表に関する注記事項 

   下記以外については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  ａ貸借対照表関係 

 （単位：百万円） 

前事業年度（平成18年3月31日） 当事業年度（平成19年3月31日） 

１. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公

布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上し

ております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号

に定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。 

・再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額 

 △７,１０９ 

１. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公

布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号

に定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。 

・再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額 

 △７,１１７ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 １,１０５ 

機械及び装置 ２２３ 

土地 １４,７３９ 

投資有価証券 ３２４ 

計 １６,３９２ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 １,４０８ 

機械及び装置 ２０５ 

土地 １４,７３９ 

計 １６,３５３ 

上記の内、工場財団設定分 

建物 １,０９３ 

機械及び装置 ２２３ 

土地 １４,６３５ 

計 １５,９５２ 

上記の内、工場財団設定分 

建物 １,３８５ 

機械及び装置 ２０５ 

土地 １４,６３５ 

計 １６,２２７ 
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 （単位：百万円） 

前事業年度（平成18年3月31日） 当事業年度（平成19年3月31日） 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 ２,０００ 

長期借入金 ２,９０１ 

（うち１年以内返済予定額 ７３５）

計 ４,９０１ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 ６００ 

長期借入金 ２,６９０ 

（うち１年以内返済予定額 ７００）

計 ３,２９０ 

上記のほか、ワランティボンド発行のため、預金４百

万円を担保に供しております。 

 

 

  ｂリース取引 

 （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

(自平成 17 年 4月 1日 至平成 18 年 3月 31 日) (自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3月 31 日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額 

相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

機械及 

び装置 
３７０ １７７ １９３

車両運 

搬具 
２１ ４ １７

工具、

器具及

び備品 

１６０ ７４ ８６

計 ５５２ ２５５ ２９７

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額 

相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

機械及

び装置
６５９ ２５２ ４０７

車両運

搬具 
２７ ９ １８

工具、

器具及

び備品

２２０ １０３ １１７

計 ９０８ ３６５ ５４３

（注）同左 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 ８６ 

１年超 ２１０ 

合 計 ２９７ 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 １３９ 

１年超 ４０３ 

合 計 ５４３ 

（注）同左 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 ９６ 

減価償却費相当額 ９６ 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 １２２ 

減価償却費相当額 １２２ 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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  ｃ税効果会計関係 

 （単位：百万円） 

前事業年度（平成18年3月31日） 当事業年度（平成19年3月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 ７４ 

賞与引当金 １２３ 

貸倒引当金 ２０５ 

投資有価証券評価損 ５７３ 

関係会社株式評価損 １２ 

退職給付引当金 ９５４ 

役員退職金引当金 ３５ 

未払事業税 ８１ 

その他 １３６ 

繰延税金資産小計 ２,１９６ 

評価性引当額 △１,５８９ 

繰延税金資産合計 ６０７ 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △９５３ 

繰延税金負債合計 △９５３ 

繰延税金負債の純額 △３４６ 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 ６２ 

賞与引当金 １１７ 

貸倒引当金 １０２ 

投資有価証券評価損 ５６７ 

関係会社株式評価損 １２ 

退職給付引当金 １,０６７ 

役員退職金引当金 ３８ 

未払事業税 １２７ 

その他 １５６ 

繰延税金資産小計 ２,２５１ 

評価性引当額 △１,６１６ 

繰延税金資産合計 ６３５ 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △７８７ 

繰延税金負債合計 △７８７ 

繰延税金負債の純額 △１５２ 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.63% 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 0.27 

受取配当金等永久に益金に算入 

されない項目 △0.10 

住民税均等割 0.66 

評価性引当額 △11.77 

その他 △0.29 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 29.40 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異が、法定実効税率の百分の五以下であるため、

注記を省略しております。 
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６.その他 

(1)役員の異動（平成 19年 6月 28日付） 
  ａ代表取締役の異動 

新任代表取締役候補 

 幸田盛堂    常務取締役 

退任予定代表取締役 

 平尾 守    専務取締役 

 

  ｂその他の役員の異動 

新任取締役候補 

 筑田憲二    理事・経理部長兼総務課長 

 中村和郎    生産本部物流部長 

 椙尾茂樹    技術本部副本部長兼技術開発部長 

 

新任監査役候補 

 西村勝廣    常務取締役 

 

退任予定取締役 

 西村勝廣    常務取締役 

 岸野邦彦    常務取締役 

 八十川信介   常務取締役 

 

退任予定監査役 

 野村泰助    常勤監査役 
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(2)部門別売上高・受注高・受注残高 

  ａ売上高 （単位：百万円） 

 前事業年度 当事業年度   

 (自平成17年4月 1日 (自平成18年4月 1日 増減 

 至平成18年3月31日) 至平成19年3月31日)   

 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

工作機械  %  %  % 

 内需 ２１,４４７  ２４,１６３  ２,７１５ 12.7 

 輸出 １０,６７３  １１,７２１  １,０４７ 9.8 

計 ３２,１２１ 94.0 ３５,８８４ 95.9 ３,７６３ 11.7 

水道メーター       

 内需 １,５００  １,１４２  △３５７ △23.8 

 輸出 ６３  ３９  △２４ △38.5 

計 １,５６３ 4.6 １,１８１ 3.2 △３８１ △24.4 

その他       

 内需 ３２５  ２９７  △２８ △8.8 

 輸出 １５３  ５６  △９７ △63.3 

計 ４７９ 1.4 ３５３ 0.9 △１２５ △26.3 

内需・計 ２３,２７３  ２５,６０３  ２,３２９ 10.0 

輸出・計 １０,８９１  １１,８１６  ９２５ 8.5 

合計 ３４,１６４ 100.0 ３７,４１９ 100.0 ３,２５５ 9.5 

 

ｂ受注高 （単位：百万円） 

 前事業年度 当事業年度   

 (自平成17年4月 1日 (自平成18年4月 1日 増減 

 至平成18年3月31日) 至平成19年3月31日)   

 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

工作機械  %  %  % 

 内需 ２２,６２１  ２２,５７１  △４９ △0.2 

 輸出 １０,４２４  １２,１９６  １,７７２ 17.0 

計 ３３,０４５ 94.3 ３４,７６７ 95.7 １,７２２ 5.2 

水道メーター       

 内需 １,４９２  １,１８５  △３０７ △20.6 

 輸出 ６３  ３９  △２４ △38.5 

計 １,５５６ 4.4 １,２２４ 3.4 △３３１ △21.3 

その他       

 内需 ３０７  ２７７  △３０ △9.8 

 輸出 １３１  ５５  △７５ △57.6 

計 ４３８ 1.3 ３３２ 0.9 △１０５ △24.1 

内需・計 ２４,４２１  ２４,０３４  △３８６ △1.6 

輸出・計 １０,６１８  １２,２９０  １,６７２ 15.7 

合計 ３５,０４０ 100.0 ３６,３２５ 100.0 １,２８５ 3.7 
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ｃ受注残高 （単位：百万円） 

 前事業年度 当事業年度 

 （平成 18 年 3 月 31 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 
増減 

 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率 

工作機械  %  %  % 

 内需 ７,６１４  ６,０２２  △１,５９１ △20.9 

 輸出 ２,０９８  ２,５７３  ４７５ 22.6 

計 ９,７１３ 99.5 ８,５９６ 99.2 △１,１１６ △11.5 

水道メーター       

 内需 ５  ４８  ４２ 753.6 

 輸出 －  －  － － 

計 ５ 0.1 ４８ 0.6 ４２ 753.6 

その他       

 内需 ３３  １３  △１９ △59.5 

 輸出 ５  ４  △１ △17.3 

計 ３９ 0.4 １８ 0.2 △２０ △53.2 

内需・計 ７,６５３  ６,０８４  △１,５６８ △20.5 

輸出・計 ２,１０４  ２,５７８  ４７４ 22.5 

合計 ９,７５８ 100.0 ８,６６３ 100.0 △１,０９４ △11.2 

 


